














Technological Change and Timing for Response: 
The  Case Study of the Digitization of Photograph 
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技術変化と対抗策のタイミング：写真のデジタル化の事例から 
 
This paper examines how firms can react to the threats of the technological change, and 
explores the case of the reaction by processing laboratory and mini-lab maker toward 
digitization of photograph. We find that using a time lag between technological change 
and change of consumer custom, and using their existing competence, firms can react to 

























く，企業が過去に蓄積した技術や,市場に関連する知識に注目し，そこからもたらされるマ    3/15 
イナスの影響を強調する研究もある．たとえば Tushman and Anderson(1986)や
Christensen(1997)は，企業がラディカルな変化に対応しようとする局面では，従来までそ
の企業にとっての強みとして扱われてきたものが，むしろネガティブに作用するという側










Cooper and Schendel(1976)や Foster(1986)，Tushman and Anderson(1986)が前提とし
ているように，代替されるか否かを最終的に決定するのは客観的性能の優劣であるとして
も，代替の途中の段階に注目すると，性能の優劣が必ずしも明確ではなく，新旧の技術が






Lieberman and Montgomery(1988)，Mitchel（1988）, Christensen, Suárez, Utterback 
(1998)は，企業成果に影響を及ぼす重要な変数として企業行動のタイミングを挙げている．












































代替の脅威に対する既存企業の戦略的対応について分析する．デジタル化というイノベー    5/15 
ションは， 「お店プリント」のビジネス・システムに対して，技術および市場の両面で強い


































間は一人当たり平均 2 時間である． 
 






た，過渡的な技術であった，という 2 点である． 
  1995 年にカシオから QV-10 が発売されたことを契機にして，デジタルスチルカメラ
（DSC）はフィルム式カメラを急速に代替した．その結果，銀塩写真に代わってデジタル
写真が一般的なものになった．図２はフィルム式カメラと DSC の普及率を表す．フィルム
式カメラの普及率は 2000 年代に入ると急速に低下し，それに代わって DSC の普及率が向
上している．2004 年にフィルム式カメラと DSC の普及率が逆転しており， 銀塩写真はデジ
タル写真に代替されたと言える． 

























































少してはいるものの， 2008 年時点においても 1990 年時点の水準を上回る店舗が存続してい
)．     8/15 























出所： 『フォトマーケット  2000 年度版』, p. 185 および『フォトマーケット  2009 年度版』, p. 147 のデ
ータを基に筆者作成．     9/15 





















出所： 『フォトマーケット  2010 年度版』, p. 98 より筆者作成． 
 
２． デジタル・ミニラボの普及と消費者の行動習慣維持 














図  5  光学式ミニラボとデジタル・ミニラボの処理プロセスの比較 
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  以上の議論を踏まえると，本研究から得られる示唆として 3 点挙げられる． 
第一に，技術変化への対応に関する示唆が挙げられる．先行研究では，技術転換期に既
存企業が旧来の経営資源を捨てて新技術に適応することは困難であるため，淘汰されやす    13/15 
いという指摘がなされてきた（Cooper and Schendel, 1976; Foster, 1986; Uttrerback, 




  本研究では，顧客の日常的な行動習慣という観点から， 「お店プリント」の存続を説明し
た．技術変化が企業と顧客の関係性に対してもたらす変化については，Abernathy and 
























があると考えられる．     14/15 
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